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アジアインベストメントファンド株式会社らによる当社株式を対象とした買集め行為に関する 

全国の新聞社 40 社からの書簡の受領に関するお知らせ 

 

当社は、当社製の新聞輪転機等をご利用いただいている全国の新聞社各社様より、アジアインベストメ

ントファンド株式会社及びアジア開発キャピタル株式会社（総称して、以下「アジアインベストメントフ

ァンドら」といいます。）による当社株式を対象とする買集め行為に関し、当社の日常の業務運営等に支

障が生じることに懸念を抱いている旨の書簡を受領いたしましたので、添付のとおりお知らせいたしま

す。 

 

現在、当社製の新聞輪転機は、新聞社各社様のご厚誼により、全国で約 180 台が稼働し、日々の新聞発

行業務を下支えしております。当社としては、アジアインベストメントファンドらによる今般の当社株式

の買集め行為は、当社一社だけの問題ではなく、わが国の新聞発行を支える社会的インフラに重大な影響

を及ぼす可能性があるものと捉えております。 

今般、新聞社各社様からも、新聞社各社様と新聞輪転機製造業者としての当社との間の長年に亘る強い

信頼関係の下、アジアインベストメントファンドらによる当社株式の買集め行為に関して、大勢の読者へ

のニュース伝達に影響が及ぶ事項であること等から、新聞社各社様の日々の印刷・生産体制及び中長期的

な新聞輪転機の整備・更新等の計画に支障が及ぶことがないよう、最善の努力を尽くすようにという旨の

ご意見を頂きましたことを、当社としても強い危機感を持って大変重く受け止めた上で、今後も、アジア

インベストメントファンドらによる当社株式の買集め行為に対応してまいります。 

 以上 



株式会社 東京機械製作所

代表取締役社長 都 並 清 史 様

拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

東京機械製作所（以下、「貴社」といいます。）の株式が投資ファンドによって買い進め

られております。

都並社長からの 8月 23日付書簡によりますと、この投資ファンドは、株式の保有目的

に「支配権の取得」を掲げながら具体的な経営方針等を示しておらず、こうしたことから

貴社は、現状を「輪転機の製造、メンテナンス業務を通じ、わが国全体の新聞発行を支え

る社会インフラに影響を及ぼす可能性がある」事態ととらえ、「強い危機感」を持ってご対

応されているとのことです。

私たち新聞各社は、貴社が「強い危機感」を持たざるを得ない状況が続き、貴社の日常

の業務運営や貴社の先行きに支障が生じることに懸念を抱いております。

申し上げるまでもなく、貴社は明治時代から新聞発行に貢献されてきた新聞輪転機メー

カーであり、現在も国内の主要な新聞社の過半に当たる約 40 社は貴社製の輪転機を使用

しています。

輪転機のセット数（台数）で見ても、現在国内で稼働中の約 430セットの大型新聞輪転

機のうち、40%以上が貴社製です。

新聞は日々発行することで社会的使命を果たす媒体であり、時に号外等の臨時の印刷も

あります。このため、新聞輪転機は 365日いついかなる時も正常に稼働していることが必

要となります。一方で複雑な仕組みの新聞輪転機には、いつ発生するか分からない機械ト

ラブルが付きものです。

新聞各社は軽微な故障等は自社で対応しておりますが、重度の故障や大規模な整備とな

ると輪転機メーカーの協力が不可欠です。

新聞発行を続けながら、重度の故障や大規模な整備にも対応することができてきたのは、

長年の実績に裏付けられた新聞社と輪転機メーカーの強い信頼関係があったからです。

貴社の日常の業務運営に乱れが生じるようなことがあれば、新聞各社の日々の印刷・生

産体制にも支障が生じ、それは読者へのニュースの伝達に影響が及びます。

加えて、新聞社にとって輪転機の新規導入や更新は失敗が許されない大きな設備投資で

あり、それだけに輪転機メーカーとは綿密に協議を重ね、時間をかけて検討していくのが

通例です。新聞輪転機の発注から稼働まで 1年以上かかることが珍しくありません。

こうした検討過程の途中で、貴社の輪転機の開発・製造体制が変えられてしまうなどす

れば、新聞各社の印刷・生産体制は致命的な打撃を受けることになりかねません。

貴社におかれましては、私たち新聞各社の上記懸念に十分ご留意いただき、今般の事態

のご対応にあたっては、新聞各社の日々の印刷・生産体制ならびに中長期的な輪転機の整



備・更新等の計画に支障が及ぶことがないよう、最善のご努力をしていただきたくお願い

申し上げます。

また、今般の事態の対応にかかわるすべての関係先に対しても、貴社の日常の業務運営

の乱れや中長期的な開発・製造体制の変更が、大勢の読者へのニュースの伝達に影響が及

ぶ事柄であることへの理解を貴社からの働きかけを通じて深めていただきたく、併せてお

願い申し上げます。
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